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（１）東日本大震災の対応状況について

①【発災当日】計62名
・市町村等に43名を派遣
・ヘリ3機が現地調査
（5機が東日本へ移動）

②【発災翌日】計397名
・市町村等に111名派遣（以降継続）
・被災状況調査のため247名を派遣
・通信確保のため 衛星通信局3台、 4名を派遣 等

③【3日後】計511名【4日後】計521名
・被災状況調査のため323名に派遣を増強
・被災地の通信確保のため衛星通信局8台、9名に増強

・被災市町村のニーズをもとに救援物資の調達を開始

発災

④【発災後1ヶ月間】延べ9,749名
・被災状況を踏まえ、応急復旧、自治体支援、
災害対策機械操作等の部隊を派遣

被災状況調査被災状況調査

運営運営

研究者・専門官による調査研究者・専門官による調査

自治体支援・通信確保自治体支援・通信確保

［派遣人数］

応急復旧支援応急復旧支援

注1：延べ出動数の単位は人日、台日。 注2：応急復旧はTEC-FORCE、東北地方整備局職員、地元及び各地の建設業者が実施。

【全国の地方整備局からの派遣状況】

東北地整の災対本部等の指揮下で活動

（国、県、市町村等（国、県、市町村等
管理施設を調査）管理施設を調査）

（リエゾン、市町村の復旧支援等）（リエゾン、市町村の復旧支援等）

（道路の復旧、ポンプ排水等）（道路の復旧、ポンプ排水等）

合計合計

北陸地整・四国地整の排水ポンプ車北陸地整・四国地整の排水ポンプ車

出動数 延べ出動数
TEC-FORCE隊員 1,742 9,749
ヘリコプタ 8 119
衛星通信車 9 260
可搬式衛星通信局 16 345
排水ポンプ車 93 2,021
照明車 67 1,611
対策本部車等 58 1,523
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地震発災後1ヶ月間におけるTEC-FORCE活動状況



（１）東日本大震災の対応状況について
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主な復旧状況



（１）東日本大震災の対応状況について
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１１５６ （平成２３年６月３日時点）

東日本大震災の中国地整による主な支援内容



（１）東日本大震災の対応状況について
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東日本大震災 中国地整による支援活動（自治体への支援）



中央での取り組み状況

（１）東日本大震災の対応状況について

６月２６日 中央防災会議
東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会

「今後の津波防災対策の基本的考え方について（中間とりまとめ）」を公表

７月１４日 高速道路のあり方検討有識者委員会
「東日本大震災を踏まえた緊急提言」を公表

７月 ６日 交通政策審議会港湾分科会防災部会
「港湾における総合的な津波対策のあり方（中間とりまとめ）」を公表

６月２６日 海岸における津波対策検討委員会
「海岸堤防・護岸の復旧工法の検討」等について議論

５月 ２日 平成２３年度第一次補正予算成立

７月２０日 平成２３年度第二次補正予算が衆院で可決（同月２２日成立見込み）

東日本大震災からの早期復旧に向け、年度内に必要と見込まれる経費を計上 合計４兆１５３億円
（災害救助等関係経費、災害廃棄物処理事業費、災害対応公共事業関係費 等）

東日本大震災の直近の復旧状況等を踏まえ、当面の復旧対策に万全を期すための経費を計上 合計１兆９，９８８億円
（原子力損害賠償法等関係経費、被災者支援関係経費、東日本大震災復旧・復興予備費）

最大クラスの津波を想定して、ハード・ソフトのとりうる手段を尽くした総合的な津波対策の確立
比較的頻度の高い一定程度の津波高に対する海岸保全施設を引き続き整備
設計対象の津波高を超えた場合でも、粘り強く効果が発揮できるような構造物の技術開発

設計津波は、地域海岸ユニット毎に海岸管理者が設定することを基本とする

発生頻度が高い津波に対してはできるだけ構造物で人命・財産を守りきる「防災」を目指す
最大クラスの津波に対しては「減災」を目指し土地利用や避難対策と一体となった総合的な対策を講じる

新たな二段構え（防災＋減災）の耐災思想に基づく取組が必要
ミッシングリンクの解消等、戦略的かつ効果的なネットワーク強化が必要

６月２５日 東日本大震災復興構想会議 「復興への提言～悲惨のなかの希望～」を公表
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（１）東日本大震災の対応状況について

出典：中央防災会議ＨＰより ６

中央防災会議中間とりまとめに伴う提言



７

海岸施設の「設計津波の水位の設定方法等」について
～復興計画策定の基礎となる海岸堤防の高さ決定の基準

（１）東日本大震災の対応状況について

出典：海岸における津波対策検討委員会より



（１）東日本大震災の対応状況について

～抜粋～

８出典：交通政策審議会港湾分科会防災部会より

港湾における総合的な津波対策のあり方（中間とりまとめ）



（１）東日本大震災の対応状況について

出典：高速道路のあり方検討有識者委員会より

～抜粋～

９

東日本大震災を踏まえた今後の道路政策への緊急提言



（１）東日本大震災の対応状況について
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中国地方における大規模地震に対する検討会



１１

今後の企業連携や制度改正、港湾整備事業等の実現に向けて関係者の取組内容やスケジュールを明記した
国際バルク戦略港湾育成プログラムを作成中（8月末まで）。なお、利用者、経済界、港湾管理者、地方自治体及

び国機関等からなる協議会にて検討を進めている。

国際バルク戦略港湾政策の目的、目標と選定結果等

（２）国際バルク戦略港湾の選定結果について

● 選定結果（本年５月末）

大型船舶の活用等により、対象品目を取り扱うアジアの主要港湾と比べて遜色のない物流コスト・サービスを

実現し、それにより我が国の産業や国民生活に必要不可欠な資源、エネルギー、食糧等の物資を安定的かつ
安価に供給すること。

● 国際バルク戦略港湾政策の目的

● 国際バルク戦略港湾政策の目標

● 現状の取り組み

・2015年までに、国際バルク戦略港湾において、
現在主力となっている輸送船舶の満載での入
港に対応する。

・2020年までに、国際バルク戦略港湾において、
パナマ運河の拡張や一括大量輸送による物流
コスト削減を見据え登場する最大級の輸送船
舶の満載での入港に対応する。



中国地方の国際バルク戦略港湾の概要

（２）国際バルク戦略港湾の選定結果について

２

水島港・福山港 （鉄鉱石）：岡山県・広島県水島港・福山港 （鉄鉱石）：岡山県・広島県

ＪＦＥスチールＪＦＥスチール((株株))

徳山下松港徳山下松港
宇部港宇部港

福山港福山港

水島港水島港

徳山下松港･宇部港 （石炭）：山口県徳山下松港･宇部港 （石炭）：山口県

((株株))トクヤマトクヤマ

東ソー東ソー((株株))

中国電力中国電力((株株))

宇部興産宇部興産((株株))

【 2020年までの目標】
瀬戸内マックス船（20万トン級、必要水
深20m）の満載での入港に対応
【航路-18ｍ＋潮汐利用】

出光興産出光興産((株株))
JXJX日鉱日石エネルギー日鉱日石エネルギー((株株))

周南バルクターミナル周南バルクターミナル((株株))

輸入量（2009年港湾統計）
石炭：5位徳山下松港：614万ｔ、16位宇部港：456万ｔ
（一般炭は２港で850万ｔ 全国１位（2009年貿易統計））

下松地区下松地区

徳山地区徳山地区

新南陽地区新南陽地区

航路(-16m)→(-18m)

航路(-11m)→(-13m)

航路(-10.2m)→(-12m)

航路(-12.8m)→(-14m)

桟橋新設

【2020年までの目標】
ケープサイズ船（18万トン 級、必要水深20m）の
満載での入港に対応
【航路-19ｍ＋潮汐利用】

航路(-19m)

既設

輸入量（2009年港湾統計）
鉄鉱石：1位福山港：1,308万ｔ、2位水島港：1,106万ｔ

宇部港 徳山下松港

ﾊﾟｼﾌｨｯｸｸﾞﾚｰﾝﾊﾟｼﾌｨｯｸｸﾞﾚｰﾝ
ｾﾝﾀｰｾﾝﾀｰ((株株))

水島地区水島地区

水島港 （穀物）：岡山県水島港 （穀物）：岡山県

【2020年までの目標】
ポストパナマックス船（10万トン級、必要水
深17m）の満載 での入港に対応
【航路-16ｍ＋潮汐利用】

輸入量（2009年港湾統計）
とうもろこし・大豆：全国2位：224万ｔ

泊地(-14m)→(-17m)

航路・泊地

(-12m)→(-14m)

航路(-16m)既設

瀬戸埠頭瀬戸埠頭((株株))
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日本海側拠点港の形成

（３）日本海側拠点港の公募について

１３



日本海側拠点港の公募について

（３）日本海側拠点港の公募について

１４



秋田

敦賀舞鶴

新潟

伏木富山

下関

博多
北九州

酒田

境

長崎

石狩湾新

金沢

浜田

伊万里

日本海側拠点港の形成において
検討の対象とする港湾・・・・・・・・２６港

稚内

留萌

小樽

能代

船川

直江津

七尾

鳥取三隅

唐津

佐世保

日本海側拠点港の検討対象港湾

１５

（３）日本海側拠点港の公募について

日本海側拠点港の形成において
検討の対象とする港湾（計２６港）


